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マイナンバーシンポジウム in 茨城
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番号制度を巡る経団連の主な提言等

1996年頃～ 納税者番号制度・社会保障番号制度についての提言多数

2009年11月 提言「ICTの利活用による新たな政府の構築に向けて」

（税・社会保障制度共通の番号導入を実現し、行政機関間の情報連携の基盤を早期

に構築するよう提言）

2010年9月 「平成23年度税制改正に関する提言」（番号制度早期導入を提言）

2010年11月 提言「豊かな国民生活の基盤としての番号制度の早期実現を求める」

2010年12月 パンフレット「豊かな国民生活を創る番号制度」

2010年12月 番号制度に関するシンポジウム （峰崎内閣官房参与、和田内閣府政務官ほか。

500名規模）

2010年12月 関連団体・有識者による共同メッセージ 「私たちは番号制度の導入を支持しま

す」（62団体・個人）

2011年1月～ 政府の検討と並行し、産業界への周知や意見とりまとめ等

2011年7月 提言「復旧・復興と成長に向けたICTの利活用のあり方」（番号制度を被災地の

支援や復旧・復興に活用することを提言）

2011年9月 「平成24年度税制改正に関する提言」 （番号制度早期導入を提言）

経団連は、番号制度の早期導入を支持。
利用範囲は社会保障・税から、電子行政全般、民間活用への拡大を提言。
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番号制度を巡る経団連の活動例

（2011年1月
お役職は当時）

番号制度に関するシンポジウム・豊かな国民生活の実現に向けて
（2010年12月15日開催）
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国際連合「電子政府発展指数」のランキング
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日本の順位は低下し、現在１８位
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マイナンバーの必要性

被保険者記号番号
（健康保険証）

旅券番号
（パスポート）

基礎年金番号
（年金手帳）

住民票コード
（住民基本台帳カード）

免許証番号
（運転免許証）

被保険者番号
（介護保険証）

番号やコードがバラバラであるため
利便性・効率性を損なっている
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番号制度の導入に向けた基本的考え方

１．「マイナンバー法案」の着実な成立・施行
番号制度は政策遂行のためのインフラであり、着実に整備
していくべき

２．利用者視点による番号制度の利活用拡大
番号制度の目的は、豊かで公平性、利便性、効率性の高い
社会の実現

３．番号制度の利活用と並行した行政業務の改革（BPR・BPO)
の推進
国・地方を通じた行政業務の改革（BPR・BPO）を推進

４．横断的な責任者（行政CIO）と推進組織の機能強化
国・地方横断的に全体最適を俯瞰し、予算管理を含めた
権限をもつ行政CIOとその推進組織の機能の強化、明確化

BPR: Business Process Re-engineering （業務プロセス改革）
BPO: Business Process Outsourcing （業務外部委託）
CIO： Chief Information Officer （最高情報責任者）
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民間利用例①：所得税・個人住民税関係

対象：75,500人
提出先自治体数：979カ所 （内307か所が電子媒体可）

控除情報の入力
（保険料、住宅取得）

源泉徴収票・
法定調書作成

給与支払報告書
（給報）作成

住民税
特別徴収額入力

税務署 市町村

紙／データ 紙／データ

給報個人
明細

給報
総括票

調書
合計表

税額決定
通知書

法定調書

従業員全員

源泉
徴収票

≪所得税≫ ≪住民税≫

各種申請を記入
・扶養者控除
・住宅ローン控除

人事総務担当部署

ICカードを利用

入社時、退社時にも煩雑な手続きが発生
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民間事業者
（生命保険会社）

市町村役場

①死亡届け

民間利用例②：保険金の迅速・確実な支払い

②連携

情報提供ネットワーク

③生死情報を照会

④保険金支払い

生命保険会社が、顧客の生死情報を情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑに照会。
情報に基づき、生命保険会社が迅速に保険金を支払い。
終身年金では、高齢者が毎年市区町村から取得、生命保険会社に送付し
ている現況届が不要に。
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パンフレット『電子行政が創る国民本位の新たな政府の姿』（発行：経済広報センター）より

経団連が目指す電子行政の姿
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